
第２８９回鳥取県内水面漁場管理委員会  

議 事 次 第 

 

日時：令和５年３月２０日（火）午後２時から 

場所：倉吉シティホテル ３Ｆ カサブランカ 

 

 １ 開  会 

  

 ２ 挨    拶 

 

 ３ 議事録署名人の指名 

 

 ４ 議  事 

（１）漁業権一斉切替えに係る漁場計画（案）について（諮問事項） 

・・・【資料１】 

 （２）鳥取県内水面漁場管理委員会公聴会に関する手続規定（協議事項） 

・・・【資料２】 

（３）公聴会の開催計画について（協議事項） 

・・・【資料３】 

（４）コイヘルペスウイルス病の蔓延防止に係る委員会指示について（協議事項） 

・・・【資料４】 

 （５）第五種共同漁業権魚種の増殖目標量について（協議事項） 

・・・【資料５】 

（６）鳥取県水産振興局における令和５年度の予算について（報告事項） 

・・・【資料６】 

（７）その他 

    

 ５ そ の 他 

 

 ６ 閉  会 
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＜鳥取県＞ 

所属 職名 氏名 

鳥取県農林水産部水産振興局 局長 國米 洋一 

鳥取県農林水産部水産振興局漁業調整課漁

業調整担当 
係長 本田 夏海 

鳥取県農林水産部水産振興局漁業調整課漁

業調整担当 
水産技師 西田 智亮 

鳥取県栽培漁業センター増殖推進室 室長 清家 裕 

 

＜委員会事務局＞ 

役職 氏名 備考 

次長 松田 成史 鳥取県農林水産部水産振興局漁業調整課 課長補佐 

書記 橋本 和輝 鳥取県農林水産部水産振興局漁業調整課 主事 
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鳥取県内水面漁場計画（案） 

 

１ 漁業権に関する事項 

（１） 公示番号 内共第１号 

  ア 漁場の位置 鳥取市並びに八頭郡八頭町、若桜町及び智頭町 

   イ 漁場の区域 次の（ア）と（イ）を直線で結んだ線から上流の千代川本流及び支流。

ただし、湖山川を除く。 

   （ア）北緯 35 度 32 分 31.57 秒 東経 134 度 11 分 46.89 秒 

      （鳥取市浜坂に国土交通省が設置した距離標 0K200） 

（イ）北緯 35 度 32 分 27.93 秒 東経 134 度 11 分 37.90 秒 

   （鳥取市港町に国土交通省が設置した距離標 0K200） 

    ウ 漁業の種類、漁業の名称及び漁業時期 

漁業の種類 漁業の名称 漁業時期 

第五種共同漁業 あゆ漁業 １月１日から 12 月 31 日まで 

やまめ（さくらますを含む。）漁業 

いわな漁業 

あまご（さつきますを含む。）漁業 

にじます漁業 

こい漁業 

   エ 存続期間 令和５年９月１日から令和 15 年８月 31 日まで 

   オ 関係地区 鳥取市並びに八頭郡八頭町、若桜町及び智頭町 

   カ 条件 生態系保全の観点から、特定魚種の大量放流を防止するため、放流量は鳥取県内 

水面漁場管理委員会が毎年定める増殖目標量を原則とする。 
 

（２） 公示番号 内共第２号 

  ア 漁場の位置 倉吉市並びに東伯郡湯梨浜町、三朝町及び北栄町 

   イ 漁場の区域 次の（ア）と（イ）を直線で結んだ線から上流の天神川本流及び支流 

（ア）北緯 35 度 30 分 14.67 秒 東経 133 度 51 分 32.03 秒 

（東伯郡湯梨浜町大字はわい長瀬に国土交通省が設置した長瀬排水樋門の上流端） 

（イ）北緯 35 度 30 分 12.82 秒 東経 133 度 51 分 18.48 秒 

  （東伯郡北栄町江北に国土交通省が設置した東新田場排水樋門の上流端）  

    ウ 漁業の種類、漁業の名称及び漁業時期 

漁業の種類 漁業の名称 漁業時期 

第五種共同漁業 あゆ漁業 １月１日から 12 月 31 日まで 

やまめ（さくらますを含む。）漁業 

いわな漁業 

あまご（さつきますを含む。）漁業 

にじます漁業 

こい漁業 

   エ 存続期間 令和５年９月１日から令和 15 年８月 31 日まで 

   オ 関係地区 倉吉市並びに東伯郡湯梨浜町、三朝町及び北栄町 

カ 条件 生態系保全の観点から、特定魚種の大量放流を防止するため、放流量は鳥取県内 

水面漁場管理委員会が毎年定める増殖目標量を原則とする。 

 

（３） 公示番号 内共第３号 

  ア 漁場の位置 米子市、西伯郡南部町、伯耆町及び日吉津村並びに日野郡日南町、 

日野町及び江府町 

   イ 漁場の区域 次の（ア）と（イ）を直線で結んだ線から上流の日野川本流及び支流 



 

3 
 

（ア） 北緯 35 度 27 分 20.58 秒 東経 133 度 22 分 33.59 秒 

（西伯郡日吉津村大字富吉に国土交通省が設置した距離標 0K000） 

（イ） 北緯 35 度 27 分 22.70 秒 東経 133 度 22 分 19.62 秒 

（米子市皆生新田に国土交通省が設置した距離標 0K000） 

    ウ 漁業の種類、漁業の名称及び漁業時期 

漁業の種類 漁業の名称 漁業時期 

第五種共同漁業 あゆ漁業 １月１日から 12 月 31 日まで 

やまめ（さくらますを含む。）漁業 

いわな漁業 

あまご（さつきますを含む。）漁業 

にじます漁業 

こい漁業 

うなぎ漁業 

   エ 存続期間 令和５年９月１日から令和 15 年８月 31 日まで 

   オ 関係地区 米子市、西伯郡南部町、伯耆町及び日吉津村並びに日野郡日南町、日野町

及び江府町 

カ 条件 生態系保全の観点から、特定魚種の大量放流を防止するため、放流量は鳥取県内

水面漁場管理委員会が毎年定める増殖目標量を原則とする。 

 

（４） 公示番号 内共第４号 

  ア 漁場の位置 鳥取市 

   イ 漁場の区域 次の（ア）と（イ）を鳥取市賀露町の賀露大橋下流端に沿って結んだ線か

ら次の（ウ）と（エ）を同市六反田及び金沢の金六橋下流端に沿って結んだ線までの湖山

川及び湖山池 

（ア） 北緯 35 度 31 分 58.69 秒 東経 134 度 11 分 41.06 秒 

（イ） 北緯 35 度 31 分 59.20 秒 東経 134 度 11 分 39.41 秒 

（ウ） 北緯 35 度 29 分 31.91 秒 東経 134 度 7 分 40.08 秒 

（エ） 北緯 35 度 29 分 32.19 秒 東経 134 度 7 分 39.50 秒 

    ウ 漁業の種類、漁業の名称及び漁業時期 

漁業の種類 漁業の名称 漁業時期 

 第一種共同漁業 しじみ（やまとしじみ）漁業 １月１日から 12 月 31 日まで 

 第五種共同漁業 こい漁業 

ふな漁業 

うなぎ漁業 

わかさぎ漁業 

しらうお漁業 

えび漁業 

   エ 存続期間 令和５年９月１日から令和 10 年８月 31 日まで 

   オ 関係地区 鳥取市 

   カ 条件 生態系保全の観点から、特定魚種の大量放流を防止するため、放流量は鳥取県内 

水面漁場管理委員会が毎年定める増殖目標量を原則とする。 

 

（５） 公示番号 内共第５号 

  ア 漁場の位置 東伯郡湯梨浜町 

   イ 漁場の区域 次の（ア）と（イ）を東伯郡湯梨浜町大字橋津及び大字はわい長瀬の羽合

大橋下流端に沿って結んだ線から次の（ウ）と（エ）を同町大字引地の東郷橋下流端に沿

って結んだ線までの橋津川、東郷池及び東郷川 

（ア） 北緯 35 度 30 分 20.37 秒 東経 133 度 52 分 32.74 秒 

（イ） 北緯 35 度 30 分 19.34 秒 東経 133 度 52 分 30.18 秒 

（ウ） 北緯 35 度 27 分 57.63 秒 東経 133 度 53 分 50.84 秒 
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（エ） 北緯 35 度 27 分 56.74 秒 東経 133 度 53 分 49.52 秒 

    ウ 漁業の種類、漁業の名称及び漁業時期 

漁業の種類 漁業の名称 漁業時期 

 第一種共同漁業 しじみ（やまとしじみ）漁業 １月１日から 12 月 31 日まで 

 第五種共同漁業 こい漁業 

ふな漁業 

うなぎ漁業 

わかさぎ漁業 

しらうお漁業 

えび漁業 

ぼら漁業 

すずき漁業 

   エ 存続期間 令和５年９月１日から令和 15 年８月 31 日まで 

   オ 関係地区 東伯郡湯梨浜町 

   カ 条件 生態系保全の観点から、特定魚種の大量放流を防止するため、放流量は鳥取県内 

水面漁場管理委員会が毎年定める増殖目標量を原則とする。 

 

  ２ 類似漁業権以外の漁業権 

    なし 
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鳥取県内水面漁場計画（案）について 
                                                             令和５年３月 

鳥取県農林水産部水産振興局漁業調整課 

 

 
 

１ 漁場計画の検討の経過と今後のスケジュール（根拠法令は準用規定含む） 

＜経過＞ 

①関係漁業協同組合への聞取調査（～R4.11） 

②鳥取県内水面漁場管理委員会への方針協議（R4.12.5） 

：漁業者代表より新たな魚種の設定等について改めて要望 

③市町村への方針説明(R4.12.19）：意見なし 

④漁場計画（素案）の作成 

・鳥取県内水面漁場管理委員会への協議（R5.1.17）：意見なし 

・パブリックコメントの実施（R5.2.15～R5.3.7）：意見なし、公表 …法第 64 条第１項、第２項 

＜今後のスケジュール（想定）＞ 

⑤漁場計画の案の作成                          …法第 64 条第３項 

・鳥取県内水面漁場管理委員会への諮問（R5.3）              …法第 64 条第４項 

・鳥取県内水面漁場管理委員会において公聴会開催の上、答申（R5.4）    …法第 64 条第５項 

⑥漁場計画の作成及び公表、漁業の免許予定日等の公示            …法第 64 条第６項 

（R5.5.31 までに：免許予定日は公示の日から起算して三月を経過した以後の日）…法第 64 条第７項 

⑦免許の申請受付、審査                         …法第 69 条外 

・鳥取県内水面漁場管理委員会への諮問、答申（R5.7～8）        …法第 70 条外 

⑧免許（漁業権の取得）（R5.9.1）                     …法第 73 条外 

漁業権行使規則、遊漁規則等の認可（R5.9.1）              …法第 106 条外 

 

２ 鳥取県内水面漁場計画（素案）に係る利害関係人の意見聴取（パブリックコメント）の結果 

（１）実施内容 

１）募集期間 

令和５年２月１５日（水）から３月７日（火）まで 

２）募集内容 

鳥取県内水面漁場計画（素案）についての意見 

３）対象者 

当該水面において漁業を営む者、漁業を営もうとする者及びその他利害関係人 

４）周知方法 

本課ホームページで公開するとともに、県庁県民参画協働課、各総合事務所県民福祉局、日野振興セ

ンター日野振興局、東部・八頭庁舎、県立図書館及び各市町村役場に概要チラシ等関係書類を配架した。

また、報道関係への資料提供を行うとともに、関係漁協等へは関係書類を郵送した。 

 

（２）実施結果 

    意見はなかった。 

本県内水面に設定している現漁業権は、令和５年８月３１日をもって、存続期間（１０年間又は５年間）

が満了します。 

 次期漁業権の免許に当たっては、漁業権の具体的な免許内容等を定める漁場計画を作成する必要があり

ます。 

 このたび、漁場計画（案）を作成したことから、漁業法（以下「法」という。）第６７条第２項におい

て準用する法第６４条第４項の規定に基づき、鳥取県内水面漁場管理委員会の意見を聴くものです。 

 なお、漁場計画（案）の作成に当たり、令和５年２月１５日から３月７日までの間、第６７条第２項に

おいて準用する法第６４条第１項に規定された利害関係人からの意見聴取のため、パブリックコメントを

実施しましたが、意見はなかったため、令和５年１月１７日の第２８７回委員会に協議した漁場計画（素

案）の内容と変更はありません。 

資料 1－2

－ 」「 
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３ 内水面漁場計画の要件への適合（法第６７条第２項で準用する法第６３条関係） 

要件 漁場計画（案）の対応 概要 

①それぞれの漁業権が、内水面の

総合的な利用を推進するととも

に、漁業調整その他公益に支障を

及ぼさないように設定されてい

ること 

それぞれの漁業権が、内水面の総

合的な利用を推進するとともに、

漁業調整その他公益に支障を及

ぼさないように設定。 

〇関係漁業協同組合への聞取調査（～

R4.11） 

〇鳥取県内水面漁場管理委員会への協議

（12/5：漁業者代表より新たな魚種の設定

等について改めて要望、1/17：意見なし） 

〇市町村への方針説明（12/19）：意見なし 

〇利害関係人の意見募集（3/7〆切）：意見

なし 

〇公益関係者への意見照会（3/7〆切）：意

見なし 

②内水面漁場計画の作成の時に

おいて適切かつ有効に活用され

ている漁業権（以下、「活用漁業

権」という。）があるときは、当

該漁業権とおおむね等しいと認

められる漁業権（以下、「類似漁

業権」という。）が設定されてい

ること 

適切かつ有効に活用されている

漁業権は類似漁業権を設定。 

〇既存のすべての漁業権について適切かつ

有効に活用されているか確認を行った。 

〇適切かつ有効でないと判断された次の漁

業について漁業権から除外した。 

・東郷池の「ごかい漁業」 

〇上記以外の漁業は、適切かつ有効な利用

を確認したため、変更していない。 

③前号の場合において活用漁業

権が団体漁業権であるときは、類

似漁業権が団体漁業権として設

定されていること 

該当なし 

（「団体漁業権」「個別漁業権（団体

漁業権以外の漁業権）」は、法改正に

より、新たに定義され、区画漁業（養

殖業）について整理が必要だが、内水

面に区画漁業権の設定はない） 

－ 

④前号の場合のほか、漁場の活用

の現況及び利害関係人への意見

徴取の検討の結果に照らし、団体

漁業権として区画漁業権を設定

することが、当該区画漁業権に係

る漁場における漁業生産力の発

展に最も資すると認められる場

合には、団体漁業権として区画漁

業権が設定されていること。 

該当なし 

（新規漁業権の設定なし） 

－ 

⑤漁業権の存続期間について、法

定期間より短い期間を定めるに

当たつては、漁業調整のため必要

な範囲内であること。 

法定期間より短い存続期間を定

めた漁業権は、漁業調整のため必

要な範囲内である。 

〇湖山池に設定する漁業権は、塩分導入に

より、池内の状況が変化しつつあるため、

H25より５年間の短期免許としている。 

〇湖山池は汽水化により汽水・海水種は増

加したが、漁業権対象種は主に淡水種又は

回遊種であり、汽水化後に減少に転じた魚

種が多い。湖内環境の変化に対応した効果

的な増殖方法への見直しや漁業実態の変化

にも柔軟に対応する必要があるため短期免

許を計画した。 

⑥都道府県知事は、内水面漁場計

画の作成に当たつては、内水面全

体を最大限に活用するため、漁業

権が存しない内水面をその漁場

の区域とする新たな漁業権を設

定するよう努めるものとする。 

現在、漁業権が存しない内水面で

漁業生産上重要な内水面はない。 

〇現在、漁業権の設定が可能な内水面には、

すべて漁業権を設定。 
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４ 鳥取県内水面漁場計画（案）の概要と主な検討内容 

本県内水面における漁業生産力を発展させるため、水面の総合的な利用を推進し、水産資源の持続的な利
用を確保し、内水面全体が最大限に活用される漁場計画を作成します。 
それぞれの漁業権が、内水面全体の総合的な利用を推進するとともに、漁業調整その他公益に支障を及ぼ

さないよう設定し、現に存する漁業権については、漁場を適切かつ有効に活用している漁業者の利用を確保
することを優先し、現に漁業権が存しない水面について新たに漁業を免許する場合は、操業に支障なく、紛
争の防止が図られることを十分に確保します。 
なお、適切かつ有効に活用されている活用漁業権については、類似漁業権（当該漁業権とおおむね等しい

と認められる漁業権）を設定します。 
 
〇漁業権に関する事項 

（１）第一種共同漁業（採貝採藻漁業） 
存続期間 令和５年９月１日から令和１５年８月３１日まで（湖山池は令和１０年８月３１日） 

番号 漁業の名称 漁場の区域 現漁業権者 備考 

内共第４号 しじみ（やまとしじみ） 湖山池 湖山池漁協 短期免許（5年） 

内共第５号 しじみ（やまとしじみ）、ごかい 東郷池 東郷湖漁協 魚種の見直し 

 

【主な検討内容】 

・免許を受けた漁業協同組合が適切に漁場及び資源を管理することによって、漁場秩序の維持、水面の有効活用及び漁業生産

力の維持増大を図るものについて免許する。 

・対象水産動植物は、漁業生産上重要であり、漁業関係者による漁場及び資源の自治的かつ自主的な管理がなされている魚種

について設定する。 

・東郷池の「ごかい」について、利用がなく、今後も利用する見込みもないため、除外する。 

・「ごかい」以外は、湖山池、東郷池ともに「しじみ（やまとしじみ）」のみ。適切かつ有効な利用を確認したため、設定する。 

・湖山池について、10 年間の通常免許の希望があったが、次の理由により短期免許を計画。 

⇒ 湖山池は汽水化により汽水・海水種は増加したが、漁業権対象種は主に淡水種又は回遊種であり、汽水化後に減少に転

じた魚種が多い。湖内環境の変化に対応した効果的な増殖方法への見直しや漁業実態の変化にも柔軟に対応する必要があ

るため短期免許とする。 

（湖山池に設定する漁業権は、塩分導入により、池内の状況が変化しつつあるため、H25 より５年間の短期免許としている。） 

 
（２）第五種共同漁業（あゆ、渓流魚など組合員以外の遊漁者等も採捕する漁業） 
存続期間 令和５年９月１日から令和１５年８月３１日まで（湖山池は令和１０年８月３１日） 

番号 漁業の名称（※） 漁場の

区域 

現漁業権者 備考 

内共第１号 あゆ、やまめ、いわな、あまご、にじます、こい 千代川 千代川漁協  

内共第２号 あゆ、やまめ、いわな、あまご、にじます、こい 天神川 天神川漁協  

内共第３号 あゆ、やまめ、いわな、あまご、にじます、こい、

うなぎ 

日野川 日野川水系

漁協 

 

内共第４号 こい、ふな、うなぎ、わかさぎ、しらうお、えび 湖山池 湖山池漁協 短期免許（5年） 

内共第５号 こい、ふな、うなぎ、わかさぎ、しらうお、えび、

ぼら、すずき 

東郷池 東郷湖漁協  

※ 「やまめ」には「さくらます」を含む。「あまご」には「さつきます」を含む。 

条   件 

・生態系保全の観点から、特定魚種の大量放流を防止するため、放流量は鳥取県内水面漁場管理委員会が毎年定める増殖目標量を原則とする。 

 

【主な検討内容】 

・内水面において営む漁業であって、第一種共同漁業に該当しないもので漁協に免許され、免許を受けた漁協には対象水産動

物の増殖と適切な漁場の管理の義務が課せられる。 

・漁業生産上重要であり、かつ増殖行為が行われ、採捕者が多数いることから資源保護の必要性が高い魚種を設定する。 

地区 漁業の名称 検討の概要 

千代川 ぶらうんとら

うと 

・一部水域に移入しており、今後遊漁者が増える可能性があることから新規の設定

要望があったが、「水産分野における産業管理外来種（※）」ではあるが、増殖義

務を伴う第五種共同漁業権の新規設定による増殖行為により、生態系等に被害を

及ぼすおそれがあるため、増殖行為は適切でなく、新たな設定は行わない。 

※ ニジマス、ブラウントラウト、レイクトラウトの３魚種が分類。外来生物法の

規制はないが、生態系や水産業に被害を及ぼすおそれがあるため、外来種被害予

防三原則「入れない、捨てない、拡げない」を守ることが必要。 
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地区 漁業の名称 検討の概要 

湖山池 ぼら、すずき ・遊漁者が増加し、網漁具に絡まるなどして漁業に影響が出ているため、採捕者の

一定の管理が必要なこと、また、若い組合員が増え、シジミだけでない漁業振興

を図りたいとの思いから再設定（H25 に漁業権から除外）の要望があったが、

現時点、出荷量は多くなく漁業生産上の重要性は低いこと、増殖行為についても

手法の検討が必要なことから設定しない。 

・遊漁者との利用調整については、必要に応じて内水面漁場管理委員会の指示等に

より対応を検討する。 

 全ての漁業 ・10 年間の通常免許の希望があったが、次の理由により短期免許を計画。 

⇒ 湖山池は汽水化により汽水・海水種は増加したが、漁業権対象種は主に淡

水種又は回遊種であり、汽水化後に減少に転じた魚種が多い。湖内環境の変

化に対応した効果的な増殖方法への見直しや漁業実態の変化にも柔軟に対応

する必要があるため短期免許とする。 

※ 湖山池に設定する漁業権は、塩分導入により、池内の状況が変化しつつある

ため、H25より５年間の短期免許としている。 

※ 既存の漁業について、上記以外の内容は、適切かつ有効な利用を確認したため、変更なし。  
 
（参考） 
１ 漁業権について 

漁業権とは、都道府県知事の免許により設定される、一定の水面において特定の漁業を一定の期間排他的
に営むことのできる権利で、県が作成する漁場計画（漁場位置、漁業種類、漁業時期、存続期間等、漁業権
の具体的な免許内容を定めるもの）に基づき漁協等に免許されます。 

  現在、本県の内水面では、共同漁業権７件（第一種（採貝採藻）、第五種（あゆ、渓流魚など組合員以外の
遊漁者等も採捕する漁業）が設定されています。 

 
  【第一種共同漁業】…対象水産動植物について、漁協組合員が採捕 

藻類、貝類等を目的とする漁業。 

 

  【第五種共同漁業】…対象水産動物について、漁協組合員、遊漁者が採捕 

内水面において営む漁業で第一種共同漁業に該当しないもの。漁協に免許され、免許を受けた漁協には対象水産動物

の増殖と適切な漁場の管理の義務が課せられる。 

これは、内水面が一般に、自然的豊度が低く、立地条件等から水産動植物の採捕が容易なため、多数の採捕者による

乱獲により資源が枯渇するおそれが大きいこと、そこを生業の場とする漁業者の数が少なく、また、主に兼業として営

んでいる者が多く、漁協の組合員以外の採捕者（遊漁者等）も多いことから、漁協が適切に漁場及び資源を管理し、漁

業者、採捕者、遊漁者及び地域住民による利用の調和などの漁場秩序の維持、水面の有効活用及び内水面の資源の維持

増大による漁業生産力の維持増大を図り、内水面の資源的価値を高めようとするものである。 

 
漁業権は、物権とみなし、土地に関する規定を準用することから、漁業権者は、妨害排除請求権と妨害予

防請求権を有します。 
敷設もしくは使用中の漁具のき損等により採捕を妨害する行為や、漁場内における採捕の目的物である水

産動植物を採捕する行為、水質の汚濁や工作物の設置等によって漁場内における採捕の目的物たる水産動植
物の棲息及び来遊等を阻害する行為など、漁業権に基づく漁業を営む権利を侵害する行為は、法第１９５条
に基づく漁業権侵害罪に該当することがあります。 

 
２ 漁場計画について 

漁場計画は、設定する漁業権の具体的な内容（漁場位置、漁業種類、漁業時期、存続期間等）を定めるも
ので、このたびの漁場計画の作成は、70年ぶりの大改正として令和２年に施行された改正漁業法（※）に基
づき初めて行われます。 
これまで漁業権の免許が必要なたびに必要な漁業権の内容についてのみ作成していましたが、今後は、法

定の存続期間（５年もしくは１０年）の短い５年ごとに、すべての漁業権等の内容を対象とした一覧性のあ
る計画として作成します。 
これは、水面の総合的な利用や漁場利用の高度化を促進するため、一定の期間ごとに、漁場の環境、漁場

の利用状況、社会経済的状況、水域環境等の変化を踏まえ、計画を見直し、現状に適した計画とすることを
目的としています。 

※  改正漁業法では、漁場を適切かつ有効に活用している既存の漁業権者の漁場利用を確保しながら、円滑な規模拡大や

新規参入による生産性の向上や漁場の有効利用が図られることを目的として、漁業権等の海面利用に関する基本的制

度が見直され、透明性を確保したプロセスの下で制度が運用されるよう規定が整備 

 
（改正漁業法で規定された漁場計画に定める漁業権の内容の主な要件） 
・それぞれの漁業権が、管轄する水面の総合的な利用を推進するとともに、漁業調整その他公益に支障を及ぼさないように設定。 

・適切かつ有効に活用されている漁業権（活用漁業権）があるときは、当該漁業権とおおむね等しいと認められる漁業権（類似

漁業権）を設定。 
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【根拠法令】漁業法（抜粋） 
 
（都道府県による水面の総合的な利用の推進等） 
第６１条 都道府県は、その管轄に属する水面における漁業生産力を発展させるため、水面の総合的な利用を
推進するとともに、水産動植物の生育環境の保全及び改善に努めなければならない。 

 
第二款 内水面漁場計画 
第６７条 都道府県知事は、その管轄する内水面について、五年ごとに、内水面漁場計画を定めるものとする。 
２ 第６２条第２項（第一号に係る部分に限る。）、第６３条第１項（第六号を除く。）及び第二項並びに第６
４条から前条までの規定は、内水面漁場計画について準用する。この場合において、第６２条第二項中「海
区（第１３６条第一項に規定する海区をいう。以下この款において同じ。）ごとに、次に」とあるのは「次
に」と、第６４条第六項中「免許予定日及び第百九条の沿岸漁場管理団体の指定予定日並びにこれらの」
とあるのは「免許予定日及び」と、同条第七項中「免許予定日及び指定予定日」とあるのは「免許予定日」
と読み替えるものとする。 

 
（内水面漁場計画） 
第６７条第２項で準用する第６２条 
２ 内水面漁場計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 
一 当該内水面に設定する漁業権について、次に掲げる事項 
イ 漁場の位置及び区域 
ロ 漁業の種類 
ハ 漁業時期 
ニ 存続期間（第７５条第一項の期間より短い期間を定める場合に限る。） 
ホ 区画漁業権については、個別漁業権（団体漁業権以外の漁業権をいう。次節において同じ。）又は団
体漁業権の別 

ヘ 団体漁業権については、その関係地区（自然的及び社会経済的条件により漁業権に係る漁場が属す
ると認められる地区をいう。第７２条及び第１０６条第四項において同じ。） 

ト イからヘまでに掲げるもののほか、漁業権の設定に関し必要な事項 
 
（内水面漁場計画の要件等） 
第６７条第２項で準用する第６３条 内水面漁場計画は、次に掲げる要件に該当するものでなければならない。 

一 それぞれの漁業権が、内水面の総合的な利用を推進するとともに、漁業調整その他公益に支障を及ぼ
さないように設定されていること。 

二 内水面漁場計画の作成の時において適切かつ有効に活用されている漁業権（次号において「活用漁業
権」という。）があるときは、前条第二項第一号イからハまでに掲げる事項が当該漁業権とおおむね等し
いと認められる漁業権（次号において「類似漁業権」という。）が設定されていること。 

三 前号の場合において活用漁業権が団体漁業権であるときは、類似漁業権が団体漁業権として設定され
ていること。 

四 前号の場合のほか、漁場の活用の現況及び次条第二項の検討の結果に照らし、団体漁業権として区画
漁業権を設定することが、当該区画漁業権に係る漁場における漁業生産力の発展に最も資すると認めら
れる場合には、団体漁業権として区画漁業権が設定されていること。 

五 前条第二項第一号ニについて、第７５条第一項の期間より短い期間を定めるに当たつては、漁業調整
のため必要な範囲内であること。 

２ 都道府県知事は、内水面漁場計画の作成に当たつては、内水面全体を最大限に活用するため、漁業権が
存しない内水面をその漁場の区域とする新たな漁業権を設定するよう努めるものとする。 

 
（内水面漁場計画の作成の手続） 
第６７条第２項で準用する第６４条 都道府県知事は、内水面漁場計画の案を作成しようとするときは、農林
水産省令で定めるところにより、当該内水面において漁業を営む者、漁業を営もうとする者その他の利害関
係人の意見を聴かなければならない。 
２ 都道府県知事は、前項の規定により聴いた意見について検討を加え、その結果を公表しなければならな
い。 

３ 都道府県知事は、前項の検討の結果を踏まえて内水面漁場計画の案を作成しなければならない。 
４ 都道府県知事は、内水面漁場計画の案を作成したときは、内水面漁場管理委員会の意見を聴かなければ
ならない。 

５ 内水面漁場管理委員会は、前項の意見を述べようとするときは、あらかじめ、期日及び場所を公示して
公聴会を開き、農林水産省令で定めるところにより、当該内水面において漁業を営む者、漁業を営もうと
する者その他の利害関係人の意見を聴かなければならない。 

６ 都道府県知事は、内水面漁場計画を作成したときは、当該内水面漁場計画の内容その他農林水産省令で
定める事項を公表するとともに、漁業の免許予定日及び申請期間を公示しなければならない。 

７ 前項の免許予定日及び指定予定日は、同項の規定による公示の日から起算して三月を経過した日以後の
日としなければならない。 

８ 前各項の規定は、内水面漁場計画の変更について準用する。 
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鳥取県内水面漁場管理委員会公聴会に関する 

取扱手続規程の改正について 
 

１ 改正理由 

  漁業法改正に伴う変更（第１条、第４条～第７条関係） 

 

２ 改正案 

改  正  後 改  正  前 

鳥取県内水面漁場管理委員会公聴会に関す
る手続規程 

 
 

改正 令和５年３月20日 第289回委員会 
 

（趣旨） 
第１条 この規程は、漁業法第64条第５項の

規定により、鳥取県内水面漁場管理
委員会（以下「委員会」という。）
が行う公聴会の手続に関し必要な事
項を定めるものとする。 
 

（日時、案件の公示） 
第４条 委員会は、公聴会を開こうとする

ときは、その開催の期日から原則
として３日前までに日時、場所及
び公聴会において意見を聴こうと
する案件を公示する。 

 ２ 前項の公示は下に掲げる方法によ
るものとする。 

（１）鳥取県農林水産部水産振興局漁業
調整課のホームページに掲載 

（２）委員会事務局の窓口等での縦覧、
配布 

３（削除） 
 
 
 
（文書の提出） 
第５条 公聴会に出席して意見を述べよう

とする者（以下「公述者」とい
う。）は、委員会が別に定める期
日までに当該案件に関して利害関
係を有する理由及び述べようとす
る意見の概要等を郵便、ファクシ

鳥取県内水面漁場管理委員会公聴会に関す
る取扱手続規程 

 
 

（新設） 
 

（趣旨） 
第１条 この規程は、漁業法第 11条第４項の

規定により、鳥取県内水面漁場管理
委員会（以下「委員会」という。）
が行う公聴会の手続に関し必要な事
項を定めるものとする。 
 

（日時、案件の公示） 
第４条 委員会は、公聴会を開こうとする

ときは、その開催の期日から原則
として３日前までに日時、場所及
び公聴会において意見を聴こうと
する案件を公示する。 

 ２ 前項の公示は下に掲げるいずれか
の方法によるものとする。 

（１）県の公報に掲載 
 
（２）掲示 

 
３ 前項第２号の掲示の場所は、本委

員会事務局及び関係市町村役場と
する。 

 
（文書の提出） 
第５条 委員会は、公聴会において意見を

述べようとする者（以下「公述
者」という。）に、あらかじめ発
言内容の要旨等を文書で提出させ
ることができる。 

 

資料２
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ミリ、電子メール等で提出するこ
とにより申し出なければならな
い。 

 
（公述者の範囲） 
第６条 公聴会における公述者の範囲は、本

県内水面において漁業を営む者、漁
業を営もうとする者その他の利害関
係人とする。 

 
 
 
 
 
（公述の機会の公平） 
第７条 委員会の会長（以下、「会長」と

いう。）は、第５条の規定による
申出が多く、公聴会の期日におい
て、全ての者に意見を述べさせる
ことができないと認めるときは、
公述者の数を制限することができ
る。この場合において、会長は、
多様な趣旨の意見を聴取すること
を旨として、賛成者と反対者とが
あるときは、双方の公述者を定め
るものとする。 

２ 会長は、前項の規定による制限に
よって公聴会において意見を述べ
ることができないこととなる者に
対して、その旨を通知する。 

 
 

 
 
 
 
（公述者の範囲） 
第６条 公聴会における公述者の範囲は、下

に掲げる者とする。 
（１）漁業権者 
（２）入漁権者 
（３）漁業権漁業の経営者 
（４）漁業協同組合関係者 
（５）遊漁者 
（６）その他利害関係のある者 

 
（公述の機会の公平） 
第７条 公聴会において意見を聴こうとす

る案件につき、賛成者と反対者と
があるときは、双方の公述者に発
言を許さなければならない。 

附 則 

   この規程は、平成７年５月24日から施行する。 

 

３ 改正後全文 別紙のとおり 



 

 
 
 
 

鳥取県内水面漁場管理委員会公聴会に関する手続規程 
 

改正 令和５年３月 20 日 第 289 回委員会 
（趣旨） 
第１条 この規程は、漁業法第 64条第５項の規定により、鳥取県内水面漁場管理委員会（以下

「委員会」という。）が行う公聴会の手続に関し必要な事項を定めるものとする。 
 
（開催の決定） 
第２条 委員会において公聴会を開こうとするときは、あらかじめその決議をしなければならな
い。 

 
（会議上の拘束） 
第３条 委員会は、公聴会においては討議及び表決を行わない。 
 
（日時、案件の公示） 
第４条 委員会は、公聴会を開こうとするときは、その開催の期日から原則として３日前までに

日時、場所及び公聴会において意見を聴こうとする案件を公示する。 
 ２ 前項の公示は下に掲げる方法によるものとする。 
（１）鳥取県農林水産部水産振興局漁業調整課のホームページに掲載 
（２）本委員会事務局の窓口等での縦覧、配布 

 
（文書の提出） 
第５条 公聴会に出席して意見を述べようとする者（以下「公述者」という。）は、委員会が別

に定める期日までに当該案件に関して利害関係を有する理由及び述べようとする意見の概
要等を郵便、ファクシミリ、電子メール等で提出することにより申し出なければならな
い。 

 
（公述者の範囲） 
第６条 公聴会における公述者の範囲は、本県内水面において漁業を営む者、漁業を営もうとす

る者その他の利害関係人とする。 
 
（公述の機会の公平） 
第７条 委員会の会長（以下、「会長」という。）は、第５条の規定による申出が多く、公

聴会の期日において、全ての者に意見を述べさせることができないと認めるとき
は、公述者の数を制限することができる。この場合において、会長は、多様な趣旨
の意見を聴取することを旨として、賛成者と反対者とがあるときは、双方の公述者
を定めるものとする。 

２ 会長は、前項の規定による制限によって公聴会において意見を述べることができない
こととなる者に対して、その旨を通知する。 

 
（公述者の発言） 
第８条 公述者は、公聴会の期日に出席し、会長の許可を得て発言することができる。 
 
第９条 公述者の発言は、その意見を聴こうとする案件の範囲を超えてはならない。 
 ２ 公述者の発言が前項の範囲を超え、又は公述者に不穏当な言動があったときは、会長はそ

の発言を禁止し、又は退場を命ずることができる。 
 
（委員の質疑） 
第 10 条 委員会の委員は、公述者に対して質疑することができる。ただし、公述者が委員に質疑

することはできない。 
 
（代理人又は文書による公述） 
第 11 条 公述者は、委員会の同意を得た場合には、代理人に意見を述べさせ、又は文書で意見を

提出することができる。 
 ２ 前項の規定により公述者の代理人として発言する者は、代理人であることを証する書面を

提出しなければならない。 
 
（要領への委任） 
第 12 条 この規定に定めるもののほか必要な事項は要領で定める。 
 
（規程の改正） 
第 13 条 この規程の改正は、委員会の決議によって行う。 
 
    附則 
この規定は、平成７年５月 24 日から施行する。 

（別紙）改正後全文 
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公聴会関係条文 
■漁業法（抜粋） 

 
■漁業法施行規則（抜粋）：改正前は委員会が行う公聴会に係る規定なし 
（海区漁業調整委員会による意見の聴取） 
第二十三条 法第六十四条第五項（法第六十七条第二項において準用する場合を含む。）の公聴会に
出席して意見を述べようとする者は、当該事案に関して利害関係を有する理由及び述べようとす
る意見の概要を海区漁業調整委員会に申し出なければならない。 

２ 海区漁業調整委員会の会長は、前項の規定による申出をした者が多数あることにより、公聴会の
期日において、これらの者の全てに意見を述べさせることができないと認めるときは、意見を述べ
ることができる者の数を制限することができる。この場合において、海区漁業調整委員会の会長は、
多様な趣旨の意見を聴取することを旨として、公聴会において意見を述べることができる者を定
めるものとする。 

３ 海区漁業調整委員会の会長は、前項の規定による制限によって公聴会において意見を述べるこ
とができないこととなる者に対して、その旨を通知しなければならない。 

改正後漁業法 （参考）改正前漁業法 
（海区漁場計画の作成の手続） 
第六十四条 １～３ 略 
４ 都道府県知事は、海区漁場計画の案を作成
したときは、海区漁業調整委員会の意見を聴
かなければならない。 

５ 海区漁業調整委員会は、前項の意見を述べ
ようとするときは、あらかじめ、期日及び場
所を公示して公聴会を開き、農林水産省令で
定めるところにより、当該海区において漁業
を営む者、漁業を営もうとする者その他の利
害関係人の意見を聴かなければならない。 

６～８ 略 
 
第六十七条 略 
２ 第六十二条第二項（第一号に係る部分に限
る。）、第六十三条第一項（第六号を除く。）及
び第二項並びに第六十四条から前条までの規
定は、内水面漁場計画について準用する。こ
の場合において、第六十二条第二項中「海区
（第百三十六条第一項に規定する海区をい
う。以下この款において同じ。）ごとに、次に」
とあるのは「次に」と、第六十四条第六項中
「免許予定日及び第百九条の沿岸漁場管理団
体の指定予定日並びにこれらの」とあるのは
「免許予定日及び」と、同条第七項中「免許予
定日及び指定予定日」とあるのは「免許予定
日」と読み替えるものとする。 

 
（内水面漁場管理委員会） 
第百七十一条 １～３ 略 
４ この法律の規定による海区漁業調整委員会
の権限は、内水面における漁業に関しては、
内水面漁場管理委員会が行う。ただし、第一
項ただし書の規定により内水面漁場管理委員
会を置かない都道府県にあつては、当該都道
府県の知事が指定する海区漁業調整委員会が
行う。 

 
（公示の方法） 
第百八十五条 この法律の規定による公示は、
インターネットの利用その他の適切な方法に
より行うものとする。 

２ 前項の公示に関し必要な事項は、農林水産
省令で定める。 

（免許の内容等の事前決定）  
第十一条 １～２ 略 
３ 海区漁業調整委員会は、都道府県知事に対
し、第一項の規定により免許の内容たるべき
事項、免許予定日、申請期間及び地元地区又
は関係地区を定めるべき旨の意見を述べるこ
とができる。  

４ 海区漁業調整委員会は、前三項の意見を述
べようとするときは、あらかじめ、期日及び
場所を公示して公聴会を開き、利害関係人の
意見をきかなければならない。  

５～６ 略 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（内水面漁場管理委員会） 
第百三十条 １～３ 略 
４ この法律の規定による海区漁業調整委員会
の権限は、内水面における漁業に関しては、内
水面漁場管理委員会が行う。 
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公聴会開催要領（案） 

 

１ 漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第６７条第２項において準用する第６４条第５

項及び第１７１条第４項の規定に基づいて、鳥取県内水面漁場計画（案）に関する公聴

会を次のとおり開催する。 

 

２ 開催日時及び場所 

日時 場所 

令和５年４月２４日（月）

午後１時３０分から 

鳥取県倉吉市東巌城町２ 

鳥取県中部総合事務所 Ｂ棟２階 第２０４会議室 

 

３ 公述者の範囲 

 本県海面において漁業を営む者、漁業を営もうとする者その他の利害関係人であり、次

に掲げる者とする。 

（１）漁業を営む者 

（２）漁業を営もうとする者 

（３）漁業協同組合 

（４）船舶の運航者等 

（５）法律により土地を収用し又は使用することができる事業を行う者 

（６）水面の利用・開発をする事業者（過去に漁業権の放棄を伴う漁業補償を行った事業

者を含む） 

（７）水産動植物を採捕する者 

（８）その他利害関係のある者 

 

４ 公述にあたっての留意事項 

（１）公聴会において発言を希望する利害関係人は、住所、氏名、連絡先、職業（漁業に

従事する者にあっては従事する漁業の種類を含み、勤務先のある者にあっては勤務

先の名称及び所在地を含む。）、利害関係を有する理由及び述べようとする意見の概

要を記載した書面（意見用紙の参考は別紙のとおり）を令和５年４月１３日（木）

までに鳥取県内水面漁場管理委員会事務局に提出すること。 

（２）公述時間は、１人１５分以内（漁業協同組合関係者の場合は１組合１５分以内と

し、人員は制限しない。）とする。 

（３）発言を希望する者が多い場合は、公述者の数を制限することがある。また、公述で

きない者に対しては、別途その旨を通知する。 

 

 この要領は、第２８９回委員会（令和５年３月２０日）において決定し、当該公聴会に

適用する。 
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（別紙） 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

住所（所在地） 
 

氏名（名称）※１  電話番号  

職業※２  

利害関係※３ 
当該水面において、□漁業を営んでいる □漁業を営もうしている 

□その他（                        ） 

具体的な利害関係の内容（どういった利害関係を有するか） 

（例：○○川において、遊漁券を購入し年○回程度遊漁を行っている。） 

 

 

※１ 法人にあっては、名称及び代表者氏名、担当者氏名を記入してください。 

※２ 漁業に従事する方は従事する漁業の種類、勤務先のある方は勤務先の名称及び所在地を記載してください。 

※３ 漁業法施行規則第 2３条第１項の規定により、公聴会に出席して意見を述べようとする者は、当該事案に関して利害関係を有

する理由及び述べようとする意見の概要を申し出る必要があります。利害関係人であることの説明がない場合や当該事案への利

害関係人でないと判断される場合には、意見として取り扱わないことがあります。 

 

            

 

 

 

 

 

 

 

※発言を希望する者が多い場合は、公述者の数を制限することがあります。 

 公述できない場合は、別途その旨を通知します。 

意見の概要 

応募期限：４月１３日（木）必着

（郵送の場合４月１３日の消印有効） 

 

「鳥取県内水面漁場計画（案）」に関する公聴会での意見用紙  
 

 
《提出先》 鳥取県内水面漁場管理委員会事務局 

郵送 〒６８０－８５７０（所在地記載不要） 
ファクシミリ：0857-26-8131   
電子メール：gyogyou-chousei@pref.tottori.lg.jp 

 

＊意見は別紙にも記載できますが、意見記載欄には「別紙のとおり」と記載し、 

別紙には提出者氏名を記載してください。 
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（公示案） 

 

鳥取県内水面漁場計画（案）について知事に意見を述べるため、漁業法（昭和24年法律第267号）第67条第２項

において準用する第64条第５項及び第171条第４項の規定に基づき、次のとおり公聴会を開催する。 

  漁場計画（案）は、令和５年３月 日（ ）から４月13日（木）までの間、鳥取県農林水産部水産振興局漁業

調整課のホームページに掲示するとともに、鳥取県内水面漁場管理委員会事務局（鳥取市東町一丁目220鳥取県農

林水産部水産振興局漁業調整課内）、鳥取県栽培漁業センター（東伯郡湯梨浜町大字石脇1166）、鳥取県境港水

産事務所（境港市昭和町９－２０）及び関係市町村の市役所又は町村役場において一般の縦覧に供する。 

  令和５年３月 日 

                        鳥取県内水面漁場管理委員会会長 安  藤  重  敏   

１ 開催日時及び場所 

(１) 日時 令和５年４月24日（月）午後１時30分から 

(２) 場所 鳥取県倉吉市東巌城町２ 鳥取県中部総合事務所 Ｂ棟２階 第２０４会議室 

２ 案件 

  鳥取県内水面漁場計画（案）について 

３ 公述人 

    公聴会において発言を希望する利害関係人は、住所、氏名、連絡先、職業（漁業に従事する者にあっては従

事する漁業の種類を含み、勤務先のある者にあっては勤務先の名称及び所在地を含む。）、利害関係を有する

理由及び述べようとする意見の概要を記載した書面を令和５年４月13日（木）までに鳥取県内水面漁場管理委

員会事務局（郵送：〒680-8570 鳥取市東町一丁目220 鳥取県農林水産部水産振興局漁業調整課内、ファクシ

ミリ：0857-26-8131、電子メール：gyogyou-chousei@pref.tottori.lg.jp）に提出すること。なお、郵送の場

合、令和５年４月13日の消印有効とする。 
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「鳥取海区漁場計画（素案）」及び「鳥取県内水面漁場計画（素案）」に対し 

意見応募できる利害関係人について 
 

 漁業法（以下「法」という。）第６４条第１項の規定における「利害関係人」について、法第

６４条第１項の利害関係人として意見を述べようとする際は、法施行規則第２２条第２項の規

定より、当該事案について利害関係のあることを疎明する必要があります。 

 利害関係人として想定される者は次の表の左欄のとおりですが、利害関係の有無の判断は、

意見者からの利害関係の疎明（説明）や意見の内容により、それぞれに対応する右欄に掲げる

事項を確認し、個別具体的に当該主張についての合理性・妥当性の検討により行います。 

 例えば、近接する漁場に漁業権が免許されている場合であっても、地理的関係及び対象魚種

の回遊の関係等から新規漁業権の設定が何らかの影響を与えるものではない場合には、当該主

張に合理性・妥当性があるとは考えられない等です。 

利害関係人の想定 利害関係の有無の判断のために確認する内容 

漁業を営む者 ・いつ、どこでどのような漁業を営んでいるか。 

・漁業権の設定に伴い、どのような影響を受けるのか、具

体的に示しているか。 

漁業を営もうとする者 ・いつ、どこでどのような漁業を営むことを計画している

か。また、その準備状況はどうか。 

・漁業権の設定に伴い、どのような影響を受けるのか、具

体的に示しているか。 

漁業協同組合 ・関係する漁業者の意見のとりまとめとして、総会、総代

会、総会の部会、理事会その他これに準ずる意思決定機関

の決定を経たものであるか。 

・漁業権の設定に伴い、どの組合員のどの漁業が、どのよ

うに影響を受けるのか、具体的に示しているか。 

船舶の運航者等 ・漁業権の漁場の区域又はその周辺において、船舶を航行

し、停泊又は係留している事実があるか。 

・漁業権の設定に伴い、どのような影響を受けるのか、具

体的に示しているか。 

法律により土地を収用し又

は使用することができる事

業を行う者 

・土地収用等ができる根拠法は何か。また、当該事業が当

該法に基づく認定の対象になっているものであるか。 

水面の利用・開発をする事

業者（過去に漁業権の放棄

を伴う漁業補償を行った事

業者を含む） 

・漁業権の設定に伴い、事業者が実施する事業にどのよう

な影響を受けるのか、具体的に示しているか。 

・過去に漁業補償を行っている場合、その内容はどのよう

なものであるか。 

・漁業権の設定が、過去の漁業補償とどのように関係する

か、具体的に示しているか。 

水産動植物を採捕する者 ・いつ、どこでどのような採捕を行っているか。 

・漁業権の設定に伴い、どのような影響を受けるのか、具

体的に示しているか。 

（参考） 
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今後のスケジュール 

 

時期 内容 

３月２０日（月） 内水面漁場管理委員会（漁場計画案の諮問） 

３月下旬  公聴会の公示 

４月１３日（木）  意見の申出期限 

４月２４日（月） 公聴会の開催（倉吉市：中部総合事務所） 

内水面漁場管理委員会（漁場計画案の答申） 

５月下旬 漁場計画の公示 

６月１日～ 

７月１２日（水）（予定） 

 免許申請期間 

８月上旬  内水面漁場管理委員会 

（適格性・優先順位の審査、諮問・答申） 

９月１日  免許 
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コイヘルペスウイルス病（KHV 病）まん延防止にかかる指示について 

 

１ コイヘルペスウイルス病（KHV 病）について 

 コイヘルペスウイルス病（KHV 病）は、マゴイとニシキゴイに発生する病気。平成 15 年に国内

で初めて発生が確認されて以降、持続的養殖生産確保法に基づく特定疾病として指定されている。

幼魚から成魚まで発生し、死亡率が高い。感染したコイから水を介する接触により別のコイに感

染するが、コイ以外の魚やヒトには感染しない。また、KHV 病が発生した池や湖の魚を食べたと

しても、人体には全く影響がない。現在、有効な治療法はないため、コイの人為的な移動を制限

する等の対策をとることでまん延防止を図っている。 

発病すると、次の症状があらわれる。 

○行動が緩慢になる   ○餌を食べなくなる   ○鰓の退色やびらん（ただれ） 

 

２ 指示案の概要 

 本県では H16 に初めて確認されたため、特定疾病 KHV 病に感染したコイの人為的な移動による

まん延を防止し、県内の内水面漁業の保護を図るため H16 年より当委員会の指示を 1 年毎に継続

して発出している。 

 平成 16 年度から平成 29 年度までは KHV 病が発生した水域を対象として指示し、新たに発生し

た場合、その都度委員会指示の水域の範囲を追加していたが、平成 30年度からは県内全域を対象

とした指示に変更している。 

 

○ 指示をする範囲：変更無し（県内全域） 

○ 指示の有効期間：変更無し（１年）令和５年４月１日から令和６年３月 31日まで。 

 

 

３ 指示の案（裏面参照） 

 

４ 公報等 

 ３月末の鳥取県公報（告示）、鳥取県漁業調整課の HP に掲載するほか、市町村の協力も得て周

知。また、県内鯉養殖場及び他都道府県に対しても通知。 

 

５ KHV 病発生の確認状況(R５.２月末時点) 

・ KHV 病発生件数の推移 

年度 H16 H17 H18 H19 H20 H21～H29  H30 R1 R2 R3 R4 

発生件数 71 46 1 13 4 0～6件/年 0 0 1 0 0 

※発生件数は、県による一次検査で対象のコイ群が陽性と診断された回数。 

※令和４年度の発生件数は、０件。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料４ 
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指示（案） 

 

鳥取県内水面漁場管理委員会告示第 号 

漁業法（昭和24年法律第267号）第120条第１項及び第171条第４項の規定に基づき、コイ（マゴイ及びニシキゴ

イをいう。以下同じ。）の持出しについて次のとおり指示する。 

  令和５年３月 日 

鳥取県内水面漁場管理委員会会長 安  藤  重  敏 

１ 指示内容 

県内の公共用水面及びこれと連接一体を成す水面においては、他の水面（コイの養殖場を除く。）から持ち出

したコイを放流してはならない。ただし、公的機関が実施する疾病検査等に供する場合又はコイヘルペスウイ

ルス病のＰＣＲ検査で陰性が確認された場合は、この限りでない。 

２ 指示期間 

令和５年４月１日から令和６年３月31日まで 

３ 指示の目的 

コイヘルペスウイルス病のまん延を防止するため 
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コイヘルペスウイルス病（KHV 病）まん延防止にかかる指示について 

 

１ コイヘルペスウイルス病（KHV 病）について 

 コイヘルペスウイルス病（KHV 病）は、マゴイとニシキゴイに発生する病気。平成 15 年に国内

で初めて発生が確認されて以降、持続的養殖生産確保法に基づく特定疾病として指定されている。

幼魚から成魚まで発生し、死亡率が高い。感染したコイから水を介する接触により別のコイに感

染するが、コイ以外の魚やヒトには感染しない。また、KHV 病が発生した池や湖の魚を食べたと

しても、人体には全く影響がない。現在、有効な治療法はないため、コイの人為的な移動を制限

する等の対策をとることでまん延防止を図っている。 

発病すると、次の症状があらわれる。 

○行動が緩慢になる   ○餌を食べなくなる   ○鰓の退色やびらん（ただれ） 

 

２ 指示案の概要 

 本県では H16 に初めて確認されたため、特定疾病 KHV 病に感染したコイの人為的な移動による

まん延を防止し、県内の内水面漁業の保護を図るため H16 年より当委員会の指示を 1 年毎に継続

して発出している。 

 平成 16 年度から平成 29 年度までは KHV 病が発生した水域を対象として指示し、新たに発生し

た場合、その都度委員会指示の水域の範囲を追加していたが、平成 30年度からは県内全域を対象

とした指示に変更している。 

 

○ 指示をする範囲：変更無し（県内全域） 

○ 指示の有効期間：変更無し（１年）令和５年４月１日から令和６年３月 31日まで。 

 

 

３ 指示の案（裏面参照） 

 

４ 公報等 

 ３月末の鳥取県公報（告示）、鳥取県漁業調整課の HP に掲載するほか、市町村の協力も得て周

知。また、県内鯉養殖場及び他都道府県に対しても通知。 

 

５ KHV 病発生の確認状況(R５.２月末時点) 

・ KHV 病発生件数の推移 

年度 H16 H17 H18 H19 H20 H21～H29  H30 R1 R2 R3 R4 

発生件数 71 46 1 13 4 0～6件/年 0 0 1 0 0 

※発生件数は、県による一次検査で対象のコイ群が陽性と診断された回数。 

※令和４年度の発生件数は、０件。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料４ 



2 

 

 

指示（案） 

 

鳥取県内水面漁場管理委員会告示第 号 

漁業法（昭和24年法律第267号）第120条第１項及び第171条第４項の規定に基づき、コイ（マゴイ及びニシキゴ

イをいう。以下同じ。）の持出しについて次のとおり指示する。 

  令和５年３月 日 

鳥取県内水面漁場管理委員会会長 安  藤  重  敏 

１ 指示内容 

県内の公共用水面及びこれと連接一体を成す水面においては、他の水面（コイの養殖場を除く。）から持ち出

したコイを放流してはならない。ただし、公的機関が実施する疾病検査等に供する場合又はコイヘルペスウイ

ルス病のＰＣＲ検査で陰性が確認された場合は、この限りでない。 

２ 指示期間 

令和５年４月１日から令和６年３月31日まで 

３ 指示の目的 

コイヘルペスウイルス病のまん延を防止するため 
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増殖目標量の設定について 

 

１ 増殖目標量設定の目的 

第五種共同漁業権を免許された者（漁業権者）が、漁業権魚種の資源拡大を計画的に行えるよう、委

員会が毎年定めている。なお鳥取県では、生態系保全の観点から、特定魚種の大量放流を防止するため、

内水面漁業権に係る増殖指針でその上限値を設定している。 

 

２ 増殖目標量の位置づけ 

鳥取県では平成 15 年度の漁業権免許（H25 年及び H30 年の漁業権免許においても継続）にあたって、

次の「制限又は条件」を付した。 

 

 

漁業法第 168 条の趣旨及び水産庁による技術的助言等をよりどころとして、毎年その年度の増殖目標

量を委員会で定め、委員会名で県公報にて一括公示を行っている。 

 

３ 令和５年度各内水面漁業協同組合による増殖計画及び令和４年度実績等について 

資料２－２のとおり 

   

４ 令和５年度増殖目標量（案）について 

資料２－３のとおり 

 

【参考１】水産庁技術的助言 平成 24 年６月８日付農林水産省指令 24 水管第 684 号(抄) 

（１）第五種共同漁業権の設定には、法第 168 条の規定により、当該内水面が増殖に適していること及び免許

を受けた者が増殖を行うことが必要です。 

（２）法第 168 条でいう「増殖」とは人工ふ化放流、稚魚又は親魚の放流、産卵床造成等の積極的人為手段に

より採捕の目的をもって水産動植物の数及び個体の質量を増加せしめる行為に加え、堰堤等により移動が

妨げられている滞留魚の汲み上げ放流や汲み下ろし放流もこれに含まれるものとし、養殖のような高度の

人為的管理手段は必要としませんが、単なる漁具、漁法、漁期、漁場及び採捕物に係る制限又は禁止等消

極的行為に止まるものは、含みません。 

（３）漁場管理又は漁業取締上漁業権魚種と密接な関係がある魚種であっても、その魚種自体を増殖するので

なければ漁業権の免許対象とはならないため、注意してください。 

（４）第五種共同漁業権については、免許を受けた者が増殖をする場合でなければ設定できず、また、漁業権

者が増殖を怠った場合には当該漁業権を取り消さなければならないものであるため、以下の事項に留意し

てださい。 

ア 免許時の増殖指針の公表 

水産動植物の種類、増殖方法及び増殖規模等を内容とする増殖指針について、免許の可否の基準として免

許申請者の便宜を考慮して知事が別途公表してください。 

ただし、この指針は、免許する際の一応の基準なのであって、免許期間中、固定化して考えるべきもので

ないことを指導してください。 

イ 毎年度の目標増殖量等 

漁業権免許後は、免許を受けた者が計画的に資源の拡大増殖を行うよう、委員会が、毎年その年度の目標

増殖量等を各漁業権者に示し、かつ、委員会名でこの目標増殖量等を県公報で一括公示してください。 

生態系保全の観点から、特定魚種の大量放流を防止するため、放流量は鳥取県内水面漁場管理

委員会が毎年定める増殖目標量を原則とする。 

資料５ 
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委員会が毎年目標増殖量等を決定するに当たっては、漁場環境の変化、天然再生産等、技術的な調査、専

門家の意見、過去の実績及び漁業権者の経済的負担能力等を十分勘案し、適正なものとするよう考慮してく

ださい。 

また、必要に応じ内水面の豊度に応じた放流のほか、産卵床の造成等繁殖のための施設、堰堤によってそ

上が妨げられている滞留稚魚を上流に汲み上げ再放流する等在来資源のそ上の確保等についても、その効果

が顕著であると認められる場合は、これらの組み合わせ等についてもあわせて検討してください。 

なお、知事及び委員会は、漁業権者がこの目標増殖量等を達成するよう指導するとともに、毎年、漁業権

者から増殖実施量等の報告を求めることとしてください。 

ウ 法第 169 条の増殖計画 

漁業権者の増殖実施が目標増殖量等を達成していない場合には、知事は、当該目標量等を検討し、当該年

度における水面の生産力、種苗供給状況及び当該漁業権者の経済的負担能力等を勘案して、委員会の意見を

きいて増殖計画を定め、当該漁業権者に対し当該計画に従って増殖するよう命ぜられたい。 

※改正漁業法後の条項に修正しています。 

 

【参考２】第五種共同漁業権について 

第五種共同漁業権：内水面における漁業権のうち第一種共同漁業権以外のもの 

→県内５か所の内水面漁業協同組合に免許 

第一種共同漁業権：藻類、貝類又は一部の定着性水産動物を採捕目的とする漁業権 

→湖山池漁業協同組合及び東郷湖漁業協同組合に免許 

 

 

【参考法令】漁業法（該当部分抜粋） 

（内水面における第五種共同漁業の免許） 

第168条 内水面における第五種共同漁業（第六十条第五項第五号に掲げる第五種共同漁業をいう。次条第一

項及び第百七十条第一項において同じ。）は、当該内水面が水産動植物の増殖に適しており、かつ、当該漁

業の免許を受けた者が当該内水面において水産動植物の増殖をする場合でなければ、免許してはならない。 

第169条 都道府県知事は、内水面における第五種共同漁業の免許を受けた者が当該内水面における水産動植

物の増殖を怠つていると認めるときは、内水面漁場管理委員会（第百七十一条第一項ただし書の規定により

内水面漁場管理委員会を置かない都道府県にあつては、同条第四項ただし書の規定により当該都道府県の知

事が指定する海区漁業調整委員会。次条第四項及び第六項において同じ。）の意見を聴いて増殖計画を定め、

その者に対し当該計画に従つて水産動植物を増殖すべきことを命ずることができる。 

２ 前項の規定による命令を受けた者がその命令に従わないときは、都道府県知事は、当該漁業権を取り消さ

なければならない。 

（以下、省略）  

 



漁協 魚種
増殖指針量

（Ｈ２6～R5までの単年度放流量）
湖山池のみ（H30～R5）

漁協増殖計画
（令和５年度）

（参考１）
　　　　令和４年度増殖実績

（参考２）
　　　令和４年度増殖目標量

備考

あゆ
4４万尾～408万尾
（増殖量の一部を産卵場造成「156
尾／㎡」に換える事が出来る。）

放流：74万8千尾(5,500kg)
産卵床造成：3,900㎡

放流：74万8千尾(5,500kg)
産卵床造成：3,900㎡

放流：74万8千尾
産卵床造成：3,000㎡

渓流魚
7万３千～41万3千尾
（増殖量の一部を産卵場造成「45
尾／㎡」に換える事が出来る。）

放流：9万3,086尾(3,677kg)
（うち成魚4万9,958尾）

放流：10万4,268尾(3,871kg)
（うち成魚５万３５８尾）

放流：10万4,268尾

こい － － － － KHV病まん延防止対策として、増殖目標量の設定を控える。

あゆ
５万尾～５８万尾
（増殖量の一部を産卵場造成「156
尾／㎡」に換える事が出来る。）

放流：18万尾
卵：50万粒

放流：15万尾
卵：50万粒

放流：15万尾
令和4年度より新たに発眼卵の放流を開始。
（天神川河口部1箇所で2回放流）

渓流魚
３万１千尾～１７万７千尾
（増殖量の一部を産卵場造成「45
尾／㎡」に換える事が出来る。）

放流：5万2,300尾
産卵床造成：10㎡

放流：7万3,500尾
産卵床造成：9.61㎡

放流：６万３千尾

こい － － － － KHV病まん延防止対策として、増殖目標量の設定を控える。

あゆ
３３万尾～３３６万尾
（増殖量の一部を産卵場造成「156
尾／㎡」に換える事が出来る。）

放流：200万尾
産卵床造成：13,000㎡

放流：284万尾
産卵床造成：13,000㎡

放流：200万尾
産卵床造成：13,000㎡

渓流魚
７万６千尾～４３万尾
（増殖量の一部を産卵場造成「４５
尾／㎡」に換える事が出来る。）

放流：4万8千尾
産卵床造成：1,200㎡
（参考：1,200×45尾=5万4千尾
合計：10万2千尾）

放流：4万8千尾（うち成魚2万4千尾）
産卵床造成：1,200㎡
　（参考：1,200×45尾=5万4千尾
合計：10万2千尾）

放流：4万8千尾
産卵床造成：1,200㎡

産卵場造成を加え、増殖指針量の範囲内となる。

こい － － － － KHV病まん延防止対策として、増殖目標量の設定を控える。

うなぎ － 放流：40kg 放流：40kg 放流：40kg 指針の設定なし（H24の実績を維持　H24：40㎏）

こい － － － － KHV病まん延防止対策として、増殖目標量の設定を控える。

うなぎ － 放流：30kg 放流：30kg 放流：30kg 指針の設定なし（H24の実績を維持　H24：30㎏）

ふな
放流：5万尾
産卵床造成：キンラン設置3箇所

放流：5万尾
産卵床造成：キンラン設置３箇所

放流：5万尾
産卵床造成：3箇所

H25：産卵用網設置４か所（効果（見込み）8万尾）

わかさぎ 卵：200万粒 なし（卵を購入できなかったため） － H25：卵放流１千万粒

しらうお 産卵床造成：600㎡ 産卵床造成：600㎡ 産卵床造成：600㎡ 木の枝を所定の位置に入れる　H25：600㎡

えび 産卵床造成：2,000㎡ 産卵床造成：2,000㎡ 産卵床造成：2,000㎡ 木の枝を所定の位置に入れる　H25：2,000㎡

こい － － － － KHV病まん延防止対策として、増殖目標量の設定を控える。

ふな
3万尾～
　※産卵場造成効果含む

放流：３万尾 放流：３万尾 放流：３万尾

うなぎ － 放流：６0kg 放流：６0kg 放流：６0kg 指針の設定なし（H24の実績を維持　H24：50㎏）

わかさぎ 産卵床造成：960㎡以上 産卵床造成：5,000㎡ 産卵床造成：5,000㎡ 産卵床造成：5,000㎡ 柴木を沈め産卵場を作る

しらうお 産卵床造成：４00㎡以上 産卵床造成：2,000㎡ 産卵床造成：2,000㎡ 産卵床造成：2,000㎡ 柴木を沈め産卵場を作る

えび 産卵床造成：１,000㎡以上 産卵床造成：2,000㎡ 産卵床造成：2,000㎡ 産卵床造成：2,000㎡ 柴木を沈め産卵場を作る

ぼら
すずき

天然遡上(３月)を支援
（障害物除去)

遡上支援のための
障害物の除去　１回

遡上支援のための
障害物の除去　１回

－

※渓流魚は、いわな、やまめ、あまご、にじますを合算。
※こいは、KHV病まん延防止対策として、増殖目標から除外する。
※あゆの増殖指針量には汲上げ放流量は含まれていない。
※うなぎは稚魚の調達が年々困難になってきていることから、漁協の計画どおり放流を行う（H24の実績を維持）

令和５年度増殖目標量（案）

　令和５年度の各漁協への増殖計画は増殖指針量の範囲内のため、概ね令和５年度の各漁協の増殖計画のとおりとする。

令和５年度各内水漁業協同組合による増殖計画等

東郷湖

湖山池

千代川

天神川

日野川

指針の設定なし（漁協の計画どお
り：効果を検証しつつH25の目標程
度を維持：増殖効果がなければ次期
漁業権魚種として適当か検討）

 3
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鳥取県内水面漁場管理委員会告示第 号 

令和５年度における第五種共同漁業に係る水産動植物の増殖目標量を次のとおり定めたので告示する。 

令和５年３月 日 

鳥取県内水面漁場管理委員会会長 安 藤 重 敏   

免許番号 漁業権者の名称 漁場の区

域 

漁業権魚種 増殖方法 増殖目標量 

内 共 第 １

号 

千代川漁業協同組合 千代川水

系に係る

河川 

あゆ 種苗の放流 748千尾 

産卵床の造成 3,900平方メートル 

渓流魚 種苗の放流 94千尾 

内 共 第 ２

号 

天神川漁業協同組合 天神川水

系に係る

河川 

あゆ 〃 180千尾 

〃 500千粒 

渓流魚 種苗の放流 53千尾 

産卵床の造成 10平方メートル 

内 共 第 ３

号 

日野川水系漁業協同

組合 

日野川水

系に係る

河川 

あゆ 種苗の放流 2,000千尾 

産卵床の造成 13,000平方メートル 

渓流魚 種苗の放流 48千尾 

産卵床の造成 1,200平方メートル 

うなぎ 種苗の放流 40キログラム 

内 共 第 ４

号 

湖山池漁業協同組合 湖山池 ふな 〃 50 千尾 

産卵床の造成 ３箇所 

うなぎ 種苗の放流 30キログラム 

わかさぎ 〃 2,000千粒 

しらうお 産卵床の造成 600平方メートル 

えび 〃 2,000平方メートル 

内 共 第 ５

号 

東郷湖漁業協同組合 東郷池 ふな 種苗の放流 30千尾 

うなぎ 〃 60キログラム 

わかさぎ 産卵床の造成 5,000平方メートル 

しらうお 〃 2,000平方メートル 

えび 〃 2,000平方メートル 

ぼら・すずき 稚魚の遡上支

援のための障

害物の除去 

1回（3月） 

注 渓流魚は、やまめ（さくらますを含む。）、いわな、あまご（さつきますを含む。）及びにじますの合計を

指す。 
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漁協 魚種

増殖指針量
（Ｈ２6～Ｈ35までの単年度放

流量）
湖山池のみ（H26～Ｈ30）

備考
参考

（H15指針）

あゆ 4４万尾～408万尾

○増殖量の一部を産卵場造成「156尾／㎡。」により
換えることができる。
○汲み上げ放流については、天然遡上として積算に計
上されているため、指針とは別扱いとするが、水産庁
の通知で増殖行為と認められることから、下限に届か
ない場合のみ含めることとする

33万～195万尾

渓流魚 7万３千～41万3千尾
○増殖量の一部を産卵場造成「４５尾／㎡」に換える
事が出来る。

３万６千～24万１千尾

こい － KHV病まん延防止対策として、増殖を控える。 －

あゆ ５万尾～５８万尾

○増殖量の一部を産卵場造成「156尾／㎡。」により
換えることができる。
○汲み上げ放流については、天然遡上として積算に計
上されているため、指針とは別扱いとするが、水産庁
の通知で増殖行為と認められることから、下限に届か
ない場合のみ含めることとする

５万～56万尾

渓流魚 ３万１千尾～１７万７千尾
○増殖量の一部を産卵場造成「４５尾／㎡」に換える
事が出来る。

２万５千尾～16万７千尾

こい － KHV病まん延防止対策として、増殖を控える。 －

あゆ
３３万尾～３３６万尾

○増殖量の一部を産卵場造成「156尾／㎡。」により
換えることができる。
○汲み上げ放流については、天然遡上として積算に計
上されているため、指針とは別扱いとするが、水産庁
の通知で増殖行為と認められることから、下限に届か
ない場合のみ含めることとする。

43万～177万尾
（177万尾には汲み上げ放
流33万尾含む）

渓流魚 ７万６千尾～４３万尾
○増殖量の一部を産卵場造成「４５尾／㎡」に換える
事が出来る。

５万１千～34万１千尾

こい － KHV病まん延防止対策として、増殖を控える。 －

うなぎ － 指針の設定なし（漁協の計画どおり） －

こい － KHV病まん延防止対策として、増殖を控える。 －

うなぎ － 指針の設定なし（漁協の計画どおり） －

ふな ８万尾

わかさぎ
卵放流：３千万粒
産卵床造成：1,450㎡

しらうお 産卵床造成：600㎡～

えび 産卵床造成：2,000㎡

こい － KHV病まん延防止対策として、増殖を控える。 －

ふな
3万尾～
　※産卵場造成効果含む

効果を検証しつつ、産卵場造成の効果が高ければ、放
流から産卵床の造成に移行。

６万尾

うなぎ － 指針の設定なし（漁協の計画どおり） －

わかさぎ 産卵床造成：960㎡以上
卵放流：８百万粒
産卵床造成：670㎡

しらうお 産卵床造成：４00㎡以上 産卵床造成：400㎡～

えび 産卵床造成：１,000㎡以上 産卵床造成：1,000㎡

ぼら
すずき

天然遡上(３月)を支援
（障害物除去)

天然遡上(３月)を支援
（障害物除去)

日野川

指針の設定なし（漁協の計画どおり：効果を検証しつつH25の目標程度を維持：増殖効果
がなければ次期漁業権魚種として適当か検討）

※渓流魚は、いわな、やまめ、あまご、にじますを合算。
※アユの増殖指針量には、汲み上げ放流量は含まれていない。

   漁業権の存続期間中、毎年度各漁協が増殖する際の目安となる量。
   毎年度、内水面漁場管理委員会が定めて公表する増殖目標量の基準にもなる。
　 しかし、期間中固定化して考えるべきものではなく、必要に応じて随時その値を見直すことができる。

参考（増殖指針量とは）

内水面漁業権に係る増殖指針

東郷湖

湖山池

千代川

天神川

資料５－参考資料 
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増殖指針量の算定について（千代川） 

●あ ゆ 

１ 総延長   128.6㎞  

２ 漁場面積 3,230,750㎡ 

３ 増殖指針量算定式 

（１）最大値 

 ①資源許容量 

   3,230,750㎡（漁場面積）× 1.5尾／㎡（生息密度）＝4,846,125 

    ②稚魚換算 

4,846,125÷0.8（稚魚生存率）＝6,057,656 

    ③必要放流量 

      6,057,656尾 －1,978,000（天然遡上量平均値）＝ 4,079,656尾 

 （２）最小値 

   ①資源許容量 

 3,230,750㎡（漁場面積）×0.6尾／㎡（生息密度）＝1,938,450 

    ②稚魚換算 

    1,938,450  ÷0.8＝2,423,000 

    ③必要放流量 

     2,423,000 － 1,978,000（天然遡上量平均値）＝445,063尾 

４ 必要放流量 ＝増殖指針量（４４万尾～４０８万尾） 

なお、増殖量の一部を産卵場造成「156尾／㎡。」により換えることができる。 

     また、汲み上げ放流については、天然遡上として積算に計上されているため、指針とは別扱いとするが、水産庁の通知であるように増殖行為と認めら

れることから、下限に届かない場合のみ含めることとする。 

【資料】  

漁場面積：漁協聞取、国交省・県土木河川図等 

成魚生息密度（0.6～1.5尾／㎡）：0.6=内漁連資料、1.5=（島根県水産技術センター）高津川におけるアユの適正収容量の推定。 

天然稚魚の生残率（0.8）：内漁連資料 

天然遡上量：栽培漁業センター調査（H13～23（データのある直近5年間）の平均値） 

産卵場造成効果：「生態系に配慮した増殖指針作成事業報告書－産卵床造成による資源増殖を目指して－ H22年3月 水産庁」 

●渓流魚（やまめ、いわな、にじます合計） 

１  総延長：145.8㎞      

２ 漁場面積：646,364㎡  

３ 増殖指針量算定式  

（１）最大値 

 646,364㎡（漁場面積）× 0.09尾／㎡（生息密度）÷ 0.09（生残率）× 0.64（放流魚生息率）＝413,673尾 

（２）最小値 

  646,364㎡（漁場面積）× 0.03尾／㎡（生息密度）÷ 0.17（生残率）× 0.64（放流魚生息率） ＝  73,001尾 

４ 必要放流量＝増殖指針量（７万３千尾～４１万３千尾） 

なお、増殖量の一部を産卵場造成「４５尾／㎡」に換える事が出来る。 

【資料】 

漁場面積：漁協組合員への聞き取り、川づくりマップ渓流漁場に基づき、現地測量を実施 

生息密度（0.09尾／㎡）：全国河川におけるイワナ、ヤマメ、アマゴの生息密度：0.09尾/㎡（中村，2012） 

    （0.03尾／㎡）：マス類の河川放流に関する研究－Ⅲ（全国湖沼河川養殖研究会マス類放流研究部会） 

生存率：アマゴの稚魚放流から全長15cmに達するまでの残存率：9％、17％（滋賀県，2012） 

放流魚生息率（0.64）：イワナ及びアマゴの放流効果調査H10（全国湖沼河川養殖研究会マス類放流研究部会） 

産卵場造成「４５尾／㎡」：人工産卵床の増殖指針（水産庁） 

●こい 

KHV対応のため放流自粛を要請している。このため、今回は増殖指針を設けない。 

放流自粛が解除される見通しとなった時に改めて検討する。 
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増殖指針量の算定について（天神川） 

●あ ゆ 

１ 総延長   51.3㎞  

２ 漁場面積  464,750㎡ 

３ 増殖指針量算定式 

（１）最大値 

 ①資源許容量 

   464,750㎡（漁場面積）× 1.5尾／㎡（生息密度）＝ 697,125 

    ②稚魚換算 

697,125÷0.8＝871,406 

    ③必要放流量 

      871,406尾 －290,800（天然遡上量平均値）＝ 580,606尾 

 （２）最小値 

   ①資源許容量 

 376,447㎡（漁場面積）×0.6尾／㎡（生息密度）＝ 278,850 

    ②稚魚換算 

    278,850 ÷0.8＝348,563 

    ③必要放流量 

     348,563 － 290,800（天然遡上量次最小値）＝57,763尾 

４ 必要放流量 ＝増殖指針量（５万尾～５８万尾） 

なお、増殖量の一部を産卵場造成「156尾／㎡。」により換えることができる。 

     また、汲み上げ放流については、天然遡上として積算に計上されているため、指針とは別扱いとするが、水産庁の通知であるように増殖行為と認めら

れることから、下限に届かない場合のみ含めることとする。 

【資料】 

漁場面積：漁協聞取、国交省・県土木河川図等を元に（H25）栽培漁業センターで積算 

成魚生息密度（0.6～1.5尾／㎡）：0.6=内漁連資料、1.5=（島根県水産技術センター）高津川におけるアユの適正収容量の推定。 

 天然稚魚の生残率（0.8）：内漁連資料 

天然遡上量：栽培漁業センター調査（H20～24（データのある直近5年間）の平均値）。 

産卵場造成効果：「生態系に配慮した増殖指針作成事業報告書－産卵床造成による資源増殖を目指して－ H22年3月 水産庁」 

●渓流魚（やまめ、いわな、にじます合計） 

１  総延長：74.8㎞      

２ 漁場面積：276,610㎡  

３ 増殖指針量算定式  

（１）最大値 

 276,610㎡（漁場面積）× 0.09尾／㎡（生息密度）÷  0.09（生残率）× 0.64（放流魚生息率）＝177,030尾 

（２）最小値 

 276,610㎡（漁場面積）× 0.03尾／㎡（生息密度）÷ 0.17（生残率）× 0.64（放流魚生息率） ＝  31,241尾 

４ 必要放流量 ＝増殖指針量（３万１千尾～１７万７千尾） 

なお、増殖量の一部を産卵場造成「４５尾／㎡」に換える事が出来る。 

【資料】 

漁場面積：漁協組合員への聞き取り、川づくりマップ渓流漁場に基づき、現地測量を実施 

生息密度（0.09尾／㎡）：全国河川におけるイワナ、ヤマメ、アマゴの生息密度：0.10尾/㎡（中村，2012） 

（0.03尾／㎡）：マス類の河川放流に関する研究－Ⅲ（全国湖沼河川養殖研究会マス類放流研究部会） 

生存率：アマゴの稚魚放流から全長15cmに達するまでの残存率：9％、17％（滋賀県，2012） 

放流魚生息率（0.64）：イワナ及びアマゴの放流効果調査H10（全国湖沼河川養殖研究会マス類放流研究部会） 

産卵場造成「４５尾／㎡」：人工産卵床の増殖指針（水産庁） 

●こい 

KHV対応のため放流自粛を要請している。このため、今回は増殖指針を設けない。 

放流自粛が解除される見通しとなった時に改めて検討する。 
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増殖指針量の算定について（日野川） 

●あ ゆ 

１ 総延長   124㎞  

２ 漁場面積  2,691,600㎡ 

３ 増殖指針量算定式 

（１）最大値 

 ①資源許容量 

   2,691,600㎡（漁場面積）× 1.5尾／㎡（生息密度）＝4,037,400 

    ②稚魚換算 

4,037,400÷0.8（稚魚生存率）＝5,046,750 

    ③必要放流量 

      5,046,750－1,685,200（天然遡上量平均値）＝ 3,361,550尾 

 （２）最小値 

   ①資源許容量 

 2,691,600㎡（漁場面積）×0.6尾／㎡（生息密度）＝1,614,960 

    ②稚魚換算 

    1,614,960 ÷0.8＝2,018,700 

    ③必要放流量 

     2,018,700 － 1,685,200（天然遡上量平均値）＝333,500尾 

４ 必要放流量 ＝増殖指針量（３３万尾～３３６万尾） 

なお、増殖量の一部を産卵場造成「156尾／㎡。」により換えることができる。 

また、汲み上げ放流については、天然遡上として積算に計上されているため、指針とは別扱いとするが、水産庁の通知であるように増殖行為と認めら

れることから、下限に届かない場合のみ含めることとする 

【資料】  

漁場面積：漁協聞取、国交省・県土木河川図等 

成魚生息密度（0.6～1.5尾／㎡）：0.6=内漁連資料、1.5=（島根県水産技術センター）高津川におけるアユの適正収容量の推定。 

天然稚魚の生残率（0.8）：内漁連資料 

天然遡上量：水産試験場調査（H16～24（データのある直近5年間）の平均値） 

産卵場造成効果：「生態系に配慮した増殖指針作成事業報告書－産卵床造成による資源増殖を目指して－ H22年3月 水産庁」 

●やまめ、いわな、にじます合計 

１  総延長：153.5㎞      

２ 漁場面積：672,018㎡  

３ 増殖指針量算定式  

（１）最大値 

 672,018㎡（漁場面積）× 0.09尾／㎡（生息密度）÷ 0.09（生残率）× 0.64（放流魚生息率）＝430,092尾 

（２）最小値 

 672,018㎡（漁場面積）× 0.03尾／㎡（生息密度）÷ 0.17（生残率）× 0.64（放流魚生息率） ＝  75,899尾 

４ 必要放流量＝増殖指針量（７万６千尾～４３万尾） 

なお、増殖量の一部を産卵場造成「４５尾／㎡」に換える事が出来る。 

【資料】 

漁場面積：漁協組合員への聞き取り、川づくりマップ渓流漁場に基づき、現地測量を実施 

生息密度（0.09尾／㎡）：全国河川におけるイワナ、ヤマメ、アマゴの生息密度：0.10尾/㎡（中村，2012） 

（0．0.3尾／㎡）：マス類の河川放流に関する研究－Ⅲ（全国湖沼河川養殖研究会マス類放流研究部会） 

生存率：アマゴの稚魚放流から全長15cmに達するまでの残存率：9％、17％（滋賀県，2012） 

放流魚生息率（0.64）：イワナ及びアマゴの放流効果調査H10（全国湖沼河川養殖研究会マス類放流研究部会） 

産卵場造成「４５尾／㎡」：人工産卵床の増殖指針（水産庁） 

●こい 

KHV対応のため放流自粛を要請している。このため、今回は増殖指針を設けない。 

放流自粛が解除される見通しとなった時に改めて検討する。 

●うなぎ 

 稚魚の調達が年々困難になってきており、稚魚の価格の高騰などによる漁協の経営の圧迫なども懸念されることから、従前どおり漁協の計

画どおり放流を行う（現在の実績を維持）。 



9 

 

増殖指針量の算定について（東郷湖） 

●こい 

KHV対応のため放流自粛を要請している。このため、今回は増殖指針を設けない。 

放流自粛が解除される見通しとなった時に改めて検討する。 

●ふな 

（１）種苗の大きさは３㎝以上又は６ｇ以上とする。 

（２）増殖指針量の算定 

○漁獲量は大幅に減少しているが、これは、資源の減少が原因ではなく、漁業実態の減少によるものとのことであり、漁獲実態を勘案し

て増殖量を減少する。 

また、産卵床造成が効果が高いとの研究結果もあることから、増殖量には産卵床造成の効果も加える。（効果を検証しながら、より効

果的な方法を選択） 

  ○産卵床造成効果＝382尾／㎡ 

増殖指針量

(尾) 

 

放流実績 

H23～ 

放流実績等(尾) 備考 

 H15増殖指針 H5増殖指針 

30,000～ 30,000 60,000 40,000  

 

 【参考】平成10年以降の漁獲量の推移 

年度 H10 H15 H20 H24 備考 

量(t) 60 30 15 0.15  
 

●うなぎ 

 稚魚の調達が年々困難になってきており、稚魚の価格の高騰などによる漁協の経営の圧迫なども懸念されることから、従前どおり漁協の計

画どおり放流を行う（現在の実績を維持）。 

●わかさぎ 

 東郷池については、栽培漁業センターの調査で卵のふ化放流の効果があまりないとの調査結果があり、卵のふ化放流については見合わせ、

産卵床造成により増殖を行うこととする。 

 なお、資源量は減少傾向にあるとのことであるが、近年の夏の高水温が影響している可能性が高いとの栽培漁業センターの見解もあり、増

殖量を増やしても夏場に水温が異常に上昇すれば減少してしまう。 

 平成15年の指針時の平均漁獲量（１ｔ）を目安に産卵場造成により増殖を行うこととする。 

 必要造成面積の計算 

  平均漁獲量1t＝約1.9千万粒／0.8＝約2.4千万粒 

    2.4千万粒÷25粒／半径 1.8㎝＝960㎡ 

 

増殖指針量＝産卵床造成 960㎡以上 

 

【参考１】平成10年以降の漁獲量の推移 

年度 H10 H15 H20 H24 備考 

量(t) 0.7 0.1 0 0 漁獲はほとんど無い 

（漁協聞取） 

【参考２】漁協から聞き取り 

 近年、資源量が少なくなっており漁をしてもまとまった漁獲がないために漁をしていない。そのため０となっているが、資源の減少原因は

夏場の水温上昇であり、条件が良ければ現行の産卵床造成で増殖は可能でありシジミが不漁の際に代わりになるように期待している。 
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●しらうお 

 平成16年度より次第に産卵床造成面積を増加させてきた結果、資源量は安定していると推測されることから、現行指針量から変更しない。 

増殖指針量＝産卵床造成 400㎡以上（覆砂、清掃） 

 

【参考１】平成10年以降の漁獲量の推移 

年度 H10 H16 H20 H25 備考 

量(t) １ 0.5 0.1 0 漁業者による採捕

が減少した。 

 

【参考２】漁協からの聞き取り 

 近年、漁業者による採捕がほとんどは無いため、漁獲量は 0 になっているが、一般遊漁者による採捕は増えてきている（一般者の採捕は把

握できない）。資源量は遡上、降下（水門の開閉）により影響を受けることもあるが、維持できていると考える。 

●えび 

 資源量が減少傾向にあるとのことだが、漁協も指針以上の増殖努力を行っていることから、従来の産卵床造成面積を維持する。。 

増殖指針面積 

（㎡） 

 

H19～H24年

度増殖実績 

放流実績等(㎡) 備考 

    H15増殖指針 H5増殖指針 

1,000  2,000 1,000 1,000  

 

増殖指針量＝産卵床造成 1,000㎡以上 

 

【参考１】平成10年以降の漁獲量の推移（漁獲量＝資源量ではない） 

年度 H10 H15 H20 H22 H24 備考 

量(t) １ １ 0.5 0.3 0.096  

【参考２】漁協からの聞き取り 

 資源量が減少傾向にあるのは、塩分濃度を少し高めに設定していることが原因かもしれない。 

●ぼら、すずき 

 天然遡上を支援するために障害物を除去する。（毎年３月） 

 

 






















